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情報政策課関係 

１ 庁内情報化 

 (1) 情報セキュリティ研修 

   新型コロナウィルス感染症のまん延防止を考慮し、Ｊ－ＬＩＳ等が主催する e ラー

ニング形式の研修を実施したほか、個人番号を取り扱う部署の管理職を対象とした独

自の研修を実施した。 

  ア 新規採用職員研修              ２回 

  イ 個人番号利用事務等新任者研修（e）     ５９人 

  ウ 個人番号利用事務等実施者研修（e）    ２１９人 

  エ サイバーセキュリティ研修（e）      ２３２人 

  オ 個人番号利用事務等管理職研修（e）     １３人 

   ※(e)は、e ラーニングにより実施したもの 

 (2) 情報セキュリティ対策 

   パソコン、サーバー等をリース会社へ返却し、又は廃棄する際の全庁的なデータ消

去体制を構築し、パソコン等４２台のデータ消去又は物理的破壊を実施した。 

 (3) 財務会計システム 

   公募型プロポーザルにより、次期財務会計システムの導入業者として株式会社  

ＴＫＣを選定し、システム構築及び運用に関する検討を開始した。 

 (4) 技術支援 

  ア ＧＩＧＡスクール構想の実現に係る学校内ネットワークの再構築及び用途に応じ

た分離、児童生徒用タブレットの導入、インターネットアクセスシステムの更新、

校務支援システムの導入等について技術支援を実施した。 

  イ 霊園管理システムの更新、土地家屋管理ＧＩＳの更新、議会タブレットの導入、

畜犬登録事務の移管、下水道所管部署の移転等について技術支援を実施した。 

  ウ そのほか、相談・サポート９件を実施した。 

 

２ 行政ネットワークの運用管理 

  行政情報ネットワークの維持管理及び保守を行った。 

   ・ネットワーク障害対応   １件 

   ・処理要望対応      ６７件 

 

３ その他 

 (1) 新型コロナウィルス感染症のまん延防止に係る措置 

  ア Ｊ－ＬＩＳ提供のテレワークシステムの実証実験及び本運用を実施した。 

  イ Ｗｅｂ会議で使用するカメラ、スピーカー等を各課に配付するとともに、庁内  

Ｗｅｂ会議システムを構築した。 

  ウ コミュニティセンター等にサテライトオフィス環境を構築した。 

 (2) 不要機器の売却 

   不要となった事務用パソコン及びその他の機器について、インターネット公売を実

施した。 

   ・パソコン １１０台 他  １８０，１００円 

 (3) 事務用パソコンの再利用 

   リースアップ端末５０台を内部換装し、(1)のテレワーク及びサテライトオフィスで

用いる事務用端末として再利用した。 

   ・経費削減額 ６，４６３，０５０円 

  



- 25 - 

４ 電子計算機利用状況（電算関連経費） 

令和２年度決算額（単位：千円） 

   所轄部門    

 

経 費 

総務・企画・ 

消防部門 

商工・農林・ 

水産部門 

土木・建築 

部門 

民生・労働・ 

衛生部門 

公営企業 

部門 

行政委員

会・議会 

事務局等 

計 

機器購入費 7,067 0 0 0 0 0 7,067 

レンタル・リース 122,672 633 8,394 20,671 26,460 11,298 190,128 

回線使用料 12,896 53 656 451 1,431 1,097 17,584 

機器・ｿﾌﾄの保守料 47,341 916 3,909 5,873 11,466 57,525 127,029 

委託費 123,776 0 748 64,854 2,508 13,514 205,401 

各種研修費用 0 0 0 0 0 0 0 

その他 19,011 0 0 13,628 0 0 32,639 

合  計 333,763 1,602 13,707 105,477 41,865 83,434 579,847 

 

５ 統計 

 (1) 統計調査 

  ア 学校基本調査（文部科学省所管：統計法基幹統計調査） 

    学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とする。 

   (ｱ) 調査期日：５月１日 

   (ｲ) 調査客体数：４８件 

  イ 工業統計調査（経済産業省：統計法基幹統計調査） 

    工業の実態を明らかにし、産業政策、中小企業政策などの行政施策のための基礎

資料や、経済白書などの経済分析及び各種経済指標へのデータ提供を目的とする。 

   (ｱ) 調査期日：６月 1 日 

   (ｲ) 調査対象：製造業 ７１０事業所 

   (ｳ) 調査区数：１３３調査区（事業所のない調査区を除く） 

   (ｴ) 調査員数：４２名 

   (ｵ) 指導員数：３名 

  ウ 令和２年国勢調査（総務省：統計法基幹統計調査） 

    我が国に住む全ての人と世帯を対象とする、最も基本的な統計調査で、人口、世

帯構造、就業状態等の実態を地域別に明らかにすることを目的とする。調査にあた

り、「令和２年国勢調査鹿沼市実施本部」を庁内に設置し、実施体制の強化を図った。 

   (ｱ) 調査期日：１０月 1 日 

   (ｲ) 調査対象：９４，０７４名、３５，９９７世帯（Ｒ３．６．２５人口速報集計値） 

   (ｳ) 調査区数：７０６調査区 

   (ｴ) 調査員数：４４８名 

   (ｵ) 指導員数：６９名 

   (ｶ) 実施本部員数（市職員）：１２０名 
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 (2) 各種表彰 

表彰種別等 受賞者名（敬称略） 受賞年月日  

叙勲 

経済産業省 

（工業統計調査等） 

調査員 柴垣 博子 R2 年  4 月 29 日 

経済産業大臣表彰 

経済産業省所管統

計調査功績者表彰 

(構造統計) 

調査員 津吹 芳子 

調査員 神山 惠子 

R2 年 12 月  1 日 

栃木県統計協会 名誉会長表彰 

調査員 天谷 とも子 

調査員 松田 道夫 

調査員 田中 文男 

R2 年 12 月  1 日 

 (3) 刊行物 

  ア 「鹿沼市統計書」（令和２年版） 

    市勢の現況を明らかにするため、基本的な統計資料を総合的に集録し発刊した。 

  イ 「鹿沼市の工業」 平成３０（２０１８）年 

    工業の実態を明らかにするため、「２０１９年工業統計調査」の調査結果を集計し

作成した。 


